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<現状>

景気は、持ち直していたが、東日本大震災の影響により、
このところ弱い動きとなっている。また、失業率が高水準に
あるなど依然として厳しい状況にある。

<日本経済の基調判断>

<先行き>

当面は東日本大震災の影響から弱い動きが続くと見込まれる。

・海外経済の改善

・各種の政策効果
等

・電力供給の制約やサプライチェーン
立て直しの遅れ
・原油価格上昇の影響
・デフレの影響や雇用情勢の悪化懸念

等

（その後のプラス要因） （その後のリスク要因）



<政策の基本的態度>

政府は、東日本大震災の影響等を踏まえ、国民生活及び経済活動の安定に
総力を挙げて取り組む。このため、被災地への支援のための補正予算を早急に
編成する。

日本銀行に対しては、引き続き、政府と緊密な情報交換・連携を保ちつつ、適
切かつ機動的な対応によって経済を下支えするよう期待する。
日本銀行は、４月７日、被災地金融機関を支援するための資金供給オペレー
ションの実施等について具体的な検討を行うこととした。



今月の説明の主な内容

１ 生 産

２ 輸 出

３ 個 人 消 費

４ 雇 用

５ 企業マインド

６ 景気ウォッチャー

７ 企 業 収 益

８ 設 備 投 資

９ 公 共 投 資

10 倒 産

11 住 宅

12 物 価

13 世 界 経 済

14 商 品 市 場

15 為替・株価



生産の動向

(備考）１. 経済産業省「鉱工業指数」より作成。季節調整値。シャドー部分は景気後退局面。
２．（右上図）経済産業省「平成21年工業統計表」より作成。その他機械類には、電気機械器具、生産用機械器具、業務用機械器具を含む。
３．（右下図）自動車工業会データベース、自動車工業ニュース、各種報道により作成。３月の震災前の予測台数は自動車工業ニュース、

震災後の見込み台数は各種報道による。 自動車生産(乗用車、トラック、バスの生産）の構成比は鉱工業指数の付加価値生産ウェイト
（2005年基準）による。
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○生産は、2月までは持ち直していた

岩手, 0.8 宮城, 1.1

福島, 1.8

それ以外の都

道府県, 96.3

全国の工業製品出荷額に占める

岩手・宮城・福島県の割合（％）
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国内自動車生産の推移（原数値）
※自動車生が鉱工業全体に占める割合：10.4％

震災後の国内自動車生産見込み台数

震災前の国内自動車生産予測台数

（月）
（年）

食料品, 13.2

電子部品・

デバイス・

電子回路, 

11.3

情報通信

機械器具, 9.4

輸送用

機械器具, 9.2

化学工業

製品, 6.7

飲料・

たばこ・

飼料, 6.6

その他機械類, 

11.3

その他, 32.4

○しかし、東日本大震災の影響により、このところ生産活動
が低下している

約45％
減
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輸出金額（前年比）

３月上旬 ＋14.8％

３月中旬 ▲5.9％
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自動車輸出台数の推移（主要3社）

自動車輸出台数(前年比）

2011年３月 ▲35.2％
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全体

アジア
（56.1％）

ＥＵ
（11.3％）

アメリカ
（15.4％）

輸出(前月比）

12月 ＋3.0％

１月 ▲0.3％

２月 ＋2.7％

○輸出は、２月までは持ち直しの動きがみられた

輸出の動向

地域別輸出の動向（2005年=100）

(月）
（年）

（備考）１．財務省「貿易統計」より作成。

２．（左上図、左下図）季節調整値。括弧内は2010年の金額ウェイト。

３．（右上図） 上旬は毎月1日から10日、中旬は11日から20日までの輸出額。輸出額は当該輸出貨物を積載する船舶又は航空機の出港の日をもって計上。なお、３月上中旬の前年比は＋4.1％。

４．（右下図）日本自動車工業会「自動車輸出実績」より作成。3月の輸出台数はヒアリングによる概算の数字。3社の輸出台数は国内の56％（2010年）。

アジア向け輸出の内訳（2005年＝100）

○２月までのアジア向け輸出は持ち直している ○３月の自動車輸出は大幅に減少するとみられる
（％）

(月）
(年）

(月）
（年）

(月）
（年）

○しかし、東日本大震災の影響による減少が懸念される

（台）

２月（前月比）

（前年比、％） 貿易統計 輸出金額

上中
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消費の動向
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(2000年=100)

消費総合指数

実質雇用者所得（目盛右）

（月）

（年）

(2005年=100)

○個人消費は、２月までは持ち直しの動き

消費総合指数と実質雇用者所得

○百貨店・外食・旅行の売上は震災直後に減少

(備考)上：消費総合指数と実質雇用者所得（実質賃金×雇用者数）は内閣府（経済
財政分析担当）で作成。太線は後方３ヶ月移動平均。季節調整値。

下：日本自動車販売協会連合会、全国軽自動車協会連合会により作成。
内閣府による季節調整値。

(備考)上：各社ヒアリングにより作成。
下：日本百貨店協会及び大手百貨店からのヒアリングにより作成。内閣府に
よる季節調整値。３月は１～20日までの値。
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旅行会社Ｄ
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コンビニＡ

震災前後の小売業の売上高

○３月の新車販売は大幅に減少
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（2000年＝100） 百貨店売上高

東京地区

大阪地区
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○３月の百貨店売上高は、東京地区で

計画停電の影響等により大幅に減少
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雇用の動向①

○依然として厳しいものの、持ち直しの動き

○失業者はいずれの理由でも減少

失業率
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4.6％
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有効求人
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11年2月
0.62倍

(備考)左 図：総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成。季節調整値。シャドーは景気後退期を表す。
右 図：総務省「労働力調査」により作成。季節調整値。

○若年失業率が大幅に改善
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岩手県

68.9万人

宮城県

110.8万人

福島県

101.0万人

全国

6150.6万人

雇用の動向②

○現金給与総額は前年比でほぼ横ばい

○農業、建設業の割合が相対的に高い

(備考)左上図：厚生労働省「毎月勤労統計調査」により作成。2011年２月の値は速報値。

左下図：総務省「平成17年国勢調査」により作成。

右上図：総務省「平成17年国勢調査」、総務省「平成18年事業所・企業統計調査」により作成。

右下図：厚生労働省報道発表資料より作成。

○東北３県の事業所数（2006年）・就業者数（2005年）

○内定取消しなどに関する事業主からの通知件数

（2011年３月11日～４月６日）
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産業別就業者数の内訳（2005年）

事業所数
（万所）

就業者数
（万人）

全国 591.1 6150.6

福島県 10.2 101.0

宮城県 11.0 110.8

岩手県 6.9 68.9

内定取消し
（人）

入職時期
繰下げ（人）

全国 173 1051

福島県 8 135

宮城県 20 169

岩手県 47 67



企業マインドの動向
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に回答した企業のＤＩ。

○業況判断には慎重さがみられる

業況判断（大企業、日銀短観３月調査）
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帝国データバンク調査

（調査時点：３月23日～31日）

※大企業を含む10,747社
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（年）

○震災後の３月調査では前月に比べ悪化
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（調査時点：３月16日～23日）

※中小企業2,688社
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左図：日本銀行「全国企業短期経済観測調査」により作成。 右上図：（株）帝国データバンク「TDB景気動向調査」により作成。

右下図：日本商工会議所「商工会議所LOBO（早期景気観測）」により作成。

業況判断（中小企業、日銀短観３月調査）



（備考）１．内閣府「景気ウォッチャー調査（３月調査）」より作成
２．調査期間は３月25日～31日。
３．回答率は全国で90.1％、うち東北では91.4％。
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景気の現状判断ＤＩ

景気ウォッチャー調査①

東日本大震災

2011年3月：27.7

過去最大の低下幅：

▲20.7

リーマンショック

2008年9月：28.0

新潟県中越地震

2004年10月：46.4

米国同時多発テロ

2001年9月：28.4

過去最高

2006年3月：57.3

過去最低

2008年12月：15.9

ドバイショック

2009年11月：33.9

○３月の現状判断DIによると、東日本大震災の
影響で急激に厳しい状況になっている

○東北を始め東日本での低下幅が相対的に大きい

（ポイント)
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▲32.1

▲16.6
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企業動向関連

雇用関連

家計動向関連

（ポイント）

景気ウォッチャー調査②

＜現状判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：生産や物流停滞による商品の入荷不足

［家計関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：震災直後の食料品等での高い売上の伸び

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：計画停電の影響

［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：一部の企業での採用・求人の見直し

＜現状判断DIの推移＞

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：生産設備等の損壊や取引先の被災

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：消費マインドの冷え込みや自粛ムードによる買い控え

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：原材料等の供給不足

［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：復旧需要や代替生産による受注増

□
東日本大震災の影響で、商品の入荷が極端に少ない。北関東に工場、物流拠点があるメー
カーが多く、また近隣の工場も計画停電の影響で生産量が半分以下になっている所が多い
ためである（南関東＝スーパー）。

×
被災地はもちろんだが、首都圏からの需要及び首都圏への需要、直接の地震の影響のな
い地区での需要までもが自粛ムードとなってしまった（北陸＝旅行代理店）。

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：飲食・宿泊関連でのキャンセルの続出

×
東日本大震災と原子力発電所事故の影響により、外国人観光客の予約が３か月先まです
べてキャンセルとなった（北海道＝観光型ホテル）。

○
東日本大震災の影響に伴う仮設住宅の建設や資材の増産及び４月からのメーカー値上げ
に伴う仮受注により、受注、販売量共に増えている（東海＝鉄鋼業）。

× 東日本大震災の影響で建築資材や住設機材が入手できない（近畿＝建設業）。

×
東日本大震災により、製造業を中心として、休業する事業所が増えて来ている。それに伴
い、求人を出したにもかかわらず採用を保留したり、求人そのものを保留する事業所も増え
て来ているため、やや悪くなっている（北関東＝職業安定所）。

×
東日本大震災後の計画停電で、休業や営業短縮を余儀なくされており、客数は約30％強落
ち込んでいる（南関東＝その他小売［ショッピングセンター］）。

×
東日本大震災発生以来、工場も２週間以上にわたって全面ストップしている（東北＝出版・
印刷・同関連産業）。

×
東日本大震災の影響で多くの取引先で甚大な被害が出ており、製品を納入できない状況に
ある（北関東＝一般機械器具製造業）。

(前月差）

↑ 43.6 ↑ 45.1 ↓ 44.3 ↑ 48.4 ↓ 27.7 （-20.7）

家計動向関連 ↑ 42.4 ↑ 44.5 ↓ 42.4 ↑ 47.3 ↓ 25.3  (-22.0)

企業動向関連 ↑ 43.5 ↑ 44.1 ↑ 44.3 ↑ 46.9 ↓ 30.6  (-16.3)

雇 用 関 連 ↑ 51.2 ↓ 51.1 ↑ 56.7 ↑ 58.9 ↓ 37.3 (-21.6)

各　分　野　計

2010年11月 2011年1月 2月 3月12月

○
東日本大震災の復興支援関連事業により食品の売上が良くなっている。米で前年の1.3倍、
加工食品で前年の1.2倍の売上になっている（北海道＝スーパー）。



景気ウォッチャー③

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：震災による経済への先行き不透明感

［家計関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：震災による先行き不透明感

［企業関連］ﾌﾟﾗｽ要因 ：震災後の復旧需要への期待

＜先行き判断コメント＞（◎：良、○：やや良、□：不変、▲：やや悪、×：悪）＜先行き判断DIの推移＞

［企業関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：計画停電や原発の今後への影響の不確定性

［雇用関連］ﾏｲﾅｽ要因 ：雇用調整の動き

×
計画停電により生産時間が縮小されて納期遅れが発生するために、得意先が代替を考える
のではないかが不安（南関東＝金属製品製造業）。

×
地震、津波、さらには福島第一原子力発電所の事故の影響で、先行き不安による買い控え
が更に深刻になることが懸念される（東北＝スーパー）。

□
東日本大震災のため、建設関係の発注が急遽発生しており、今後、復興に伴う設備事業が
多くなる見通しである（東北＝土石製品製造販売）。

▲
東日本大震災の影響で、被災地だけでなく直接被害のなかった地域でも、宿泊業等で人員
整理等の雇用調整を実施する事業所が増えており、このような状況がしばらく続く(東北＝職
業安定所）

□
東日本大震災の影響がどう出てくるのか先が見えない状況にある（北海道＝その他サービ
ス業[建設機械リース]）。

□
東日本大震災の影響で仮需が入ると思っているが、原材料の不足などもあり、非常に不透
明な状況が続くと思われる（北陸＝プラスチック製品製造業)。

(前月差）

↑ 41.4 ↑ 43.9 ↑ 47.2 → 47.2 ↓ 26.6  (-20.6)

家計動向関連 ↓ 41.0 ↑ 43.3 ↑ 46.6 ↑ 47.1 ↓ 25.9  (-21.2)

企業動向関連 ↑ 39.9 ↑ 43.4 ↑ 46.6 ↓ 44.9 ↓ 26.2  (-18.7)

雇 用 関 連 ↑ 47.3 ↑ 48.9 ↑ 52.9 ↑ 53.2 ↓ 31.9 （-21.2）

2月 3月2010年11月

各　分　野　計

12月 2011年1月
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